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事業用自動車総合安全プラン２００９を踏まえた取り組み状況等 

 

平成２６年６月２７日 

公益社団法人日本バス協会 

 

Ⅰ 取り組み状況 

 

１．バス事業における総合安全プラン２００９ 

  平成 21年、国の提言を踏まえて、「バス事業に係る事故等削減目標」を定め、各

種対策を進めている。 

目標は、 

①平成３０年における交通事故死者数をゼロとする。 

②平成３０年における人身事故件数を 1,800件以下とする。 

③飲酒運転をゼロとする。 

としており、「人身事故件数」については、目標年までの中間年において、目標達

成に向けて順調に推移している。 

 

２．事故発生状況の推移 

（１）交通事故死者数について 

死亡事故の発生状況は、事業用自動車全体から見れば少数であり、近年は若干

の減少傾向が見られるものの、毎年増減を繰り返している状況である。平成 21

年以降の死亡事故件数については、21年は 18件、22年は 23件、23年は 12 件、

24年は 15件、25年は 17件となっており、今後とも継続的な取組みが重要であ

る。【資料 1】 

 

（２）人身事故件数について 

事故件数は、平成 21年は 3,139件、22年は 2,882件、23年は 2,605件、24

年は 2,427件、25年は 2,164件となっており、目標達成に向けて順調に推移して

いる。【資料 1】 

 

（３）飲酒運転について 

飲酒運転事案は、平成 21年は 0件、22年は 3件、23年は 1件、24年は 0 件、

25年は１件と、散見されており、今後とも継続的な取組みが重要である。 

 

３．対策の実施概要 

事故防止対策としては、運輸安全マネジメントについて、昨年 10月から全ての

貸切バス事業者に対し、安全管理規程の作成・届出及び安全統括管理者の選任・届
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出が義務付けられたことから、従前、普及のために配付した分かり易い小冊子につ

いて、内容の見直しを行っている。【資料２】 

また、映像記録型ドライブレコーダやデジタル運行記録計の普及促進、車内事故

防止キャンペーンの実施、貸切バス事業者の安全性評価認定の実施及び適正化事業

の導入、飲酒運転防止対策マニュアルの策定及び飲酒運転防止週間の設定、車両火

災発生等緊急時における統一対応マニュアルの策定、大規模災害基本対応マニュア

ルの策定、バスジャック統一対応マニュアルの策定等、各種対策を講じている。 

平成 25年 3月末において、デジタルタコグラフの装着状況は、一般乗合が 47％、

高速乗合が 67％、全体では 43％であり、ドライブレコーダについては、一般乗合

が 59％、高速乗合が 67％、全体では 48％となっている。【資料３】 

また、毎年、総会において安全輸送決議を行い、事案発生時には適宜通知を行う

等、各事業者の取組みの徹底について、あらゆる機会を捉えて要請を行っている 

 

４．個別の対策 

（１）車内事故防止キャンペーン 

   毎年 7月の 1か月をキャンペーン期間として設定し、バス車内事故の減少に努

めている。車内事故については、65歳以上の高齢女性の負傷が目立っており、ま

た、高齢者は骨折等の重傷事故につながりやすい点に注意が必要である。 

事故の要因としては、利用者側に起因するものとして、バスが停留所について

完全に停止する前に席を立つことや、走行中の座席の移動が挙げられ、運転者側

に起因するものとして、乗客が着席する前に発車することが挙げられる。また、

不適切な車間距離や他車の割り込み等に伴う急ブレーキによる場合もある。 

キャンペーン期間における「重点項目」として、バスが停車してから離席する

「ゆとり乗降」の啓発、乗客が着席してから発車すること及び車間距離を確保す

る「ゆとり運転」の励行、貸切バス、高速バス等における「乗客へのシートベル

ト着用の徹底」を挙げている。 

キャンペーンを開始した平成 19 年以降、車内事故件数は減少傾向にあり、一

定の効果を上げている。【資料４】 

 

（２）運転者の健康に起因する事故の防止対策 

   本年 3月 3日の北陸自動車道小矢部川サ－ビスエリアにおける高速乗合バスの

事故を受けて日本バス協会としての安全対策として、4 月 22 日、「運転者の体調

急変に伴う事故を防止するための対策について」を公表するとともに、5 月 15

日に、国土交通省の定める安全対策に加え、各事業者が自主的に取り組むべき安

全対策（「高速道路を運行するバスの安全対策について」）を安全輸送委員会にお

いて取りまとめ、全事業者に周知徹底を図った。【資料５】 

  また、国土交通省の「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」（平成 22

年 7 月策定・平成 26 年 4 月改訂）について、点呼時や運行時に携帯して使用し
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易い「要約版」を作成し、全事業者に配付した。 

 

（３）貸切バス事業者安全性評価認定制度 

   一般利用者からは、貸切バス事業者の安全に対する取り組み状況がわかりにく

いことから、本制度を創設し、評価・公表することにより、旅行会社や利用者か

ら評価されやすくなり、これにより事業者の安全に対する取り組みの促進につな

がるものと考えられる。 

認定制度は平成 23年 4から開始され、平成 26年 6月 4日現在、全国で 517事

業者、15,266両の貸切バスが認定を受けている。【資料６】 

 

（４）貸切バス事業に関する適正化事業（コンサルティング）の導入 

   「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」において、貸切バスの安全性向上

施策の一つとして、「業界団体を中心として適正化事業（法令遵守の徹底に関す

る営業所への巡回指導等）を導入、推進する。」ことが盛り込まれた。 

これを受けて、日本バス協会は、適正化事業の実施主体になることとなる各都

道府県バス協会とともに、適正化事業の導入を進めている。【資料７】 

 

（５）飲酒運転防止対策マニュアル及び飲酒運転防止週間 

   飲酒運転防止への取組みとして、マニュアルを策定し、アルコール検知器の使

用義務化以前から、アルコール検知器を導入して厳正な点呼に活用している。 

   また、毎年「秋の全国交通安全運動」に合わせてキャンペーン期間を設定し、

飲酒運転の防止に努めている。 

飲酒運転防止週間においては、「飲酒運転防止対策マニュアル」を徹底するた

め、各事業者に、社内集会・研究会の開催、経営責任者の現場に対する直接指導、

運転者家族への協力依頼、運行管理部門責任者集会等の取り組みを行うよう要請

している。 

 

（６）車両火災発生等緊急時における統一対応マニュアル 

   バスの車両火災事故の際の対応として、マニュアルを策定している。対応の基

本としては、「乗客の安全確保を最優先とし、これに最善をつくす。」こと及び「冷

静沈着に行動する。」ことを柱とし、「運転者の行動」、「運行管理者及び運行事業

者の行動」に分けて対応手順をまとめている。 

 

（７）大規模災害基本対応マニュアル 

   東日本大震災の教訓から、大災害発生時に、バス事業者が乗客等の安全を確保

するとともに、バス事業の社会的使命を果たすために必要な初動対応の基本事項

及びそのために必要な事前の備えを定めたマニュアルを策定している。 
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Ⅱ ５年間の総括評価等 

 

１．バス事業に係る事故等削減目標 

①平成３０年における交通事故死者数をゼロとする。 

②平成３０年における人身事故件数を 1,800件以下とする。 

③飲酒運転をゼロとする。 

 

２．総括評価 

  人身事故件数については、目標達成に向けて順調に推移しており、これまでに取

り組んできた各種対策について、一定の効果が表れているものと思われる。 

一方、交通事故死者数については、死亡事故件数の更なる低減に向けた取組が必

要と思われ、また、飲酒運転事案についても、散見されている状況であるため、対

策の更なる徹底が重要と思われる。 

日本バス協会では、今後も一層、バスの安全・安心に努めていく所存である。 

 

３．今後の事故防止（削減）対策の考え方 

（１）死亡事故の削減については、事故の状況を把握し、有効な対策を講じることが

重要であり、各事故の分析・検討を進め、死亡事故の削減に努める。 

（２）人身事故の更なる削減については、事故全体の 3割を占める車内事故の一層の

削減について、個々の事故の状況を踏まえ、状況に応じた対策を講じる。 

（３）運転者の健康に起因する事故の防止対策については、国土交通省の「健康管理

マニュアル」の更なる周知徹底及びこれを受けて日本バス協会が作成した「健康

管理マニュアル要約版」の活用を進める。また、ハード面の対策として、助成措

置による「衝突被害軽減ブレーキ装備車」の普及促進等、ＡＳＶ（先進安全自動

車）技術の積極的な活用に取り組むとともに、「既存車に後付けができる衝突被

害の軽減に資するための装置」の開発を国及び自動車工業会に引き続き要請する。 

（４）貸切バス事業に関する適正化事業による各事業者への巡回指導の充実を図る等

により、貸切バス事業者安全性評価認定制度の活用と相まって、貸切バス事業者

の法令遵守等のレベルアップに努める。 

（５）運転者教育の一環として、若年運転者、高齢運転者に対する運転教育のあり方

の検討及び運転者の人材確保等について検討する必要がある。 

（６）貸切バス事業の健全な発展のために、外国人観光客を対象とする一部の不良な

貸切バス事業者についての情報収集を行う等、対応を検討する必要がある。 

 

４．短期的目標 

車内事故の削減については、事故状況の分析等を行い、短期的目標を設定して対

策を講じる。 
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乗合バスの行動類型別車内事故件数の推移 

 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 

発進 419 427 435 413 348 422 351 343 298 268 

加速 49 28 53 64 46 36 22 27 25 25 

等速 148 132 167 187 156 140 127 123 110 81 

減速 160 162 159 187 152 133 113 111 105 116 

急停止 159 196 188 223 155 148 131 134 101 84 

右左折 45 46 61 43 47 56 37 55 35 32 

その他 88 84 84 97 114 83 79 78 64 55 

合計 1068 1075 1147 1214 1018 1018 860 871 738 661 
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  出典：公益財団法人 交通事故総合分析センター 
 

 

資料４ 

（国土交通省資料による） 
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Ｂ３版：車内広告枠掲出用 
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Ｂ２版：施設等掲示用 
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平成２６年４月２２日 

公益社団法人日本バス協会 

 

 

運転者の体調急変に伴うバス事故を防止するための対策について 

（北陸自動車道小矢部川サービスエリアにおける高速乗合バスの事故を受けての安全対策） 

 

平成２６年３月３日に発生した北陸自動車道における高速乗合バス事故の原因につい

ては、現在、警察等関係機関で調査中ですが、衝突前にバス運転者が意識を失っていた可

能性もあるとみられており、この度、国土交通省から、平成２６年４月１８日付けで「運

転者の体調急変に伴うバス事故を防止するための対策について」の要請がありました。 

日本バス協会では、この要請内容を各バス事業者に周知し、経営トップが危機意識をも

って最大限の経営努力を行うよう要請するとともに、国土交通省等のご指導をいただきつ

つ、ソフト・ハード両面について、下記のとおり取り組むことと致しました。 

 

記 

 

○ ソフト面の安全対策 

１．各都道府県バス協会に対し、脳疾患、心臓疾患、ＳＡＳなどバスの運転に支障を及

ぼすおそれのある主要疾病に対する各バス事業者による検査の実施を促進するため、

検査費用の助成拡充を要請します。 

２．国土交通省作成の健康管理マニュアルの分かり易い要約版を作成し、各バス事業者

に対し活用を要請します。 

３．衝突被害軽減ブレーキ装置付き車両である旨をバスの車体に表示するなど、バス利

用者に対する安全情報の発信を進めるよう、各バス事業者に要請します。 

４．高速道路等の走行に関し、乗客に対するシートベルト着用案内を再徹底するよう、

各バス事業者に要請するとともに、国土交通省と、運転者の体調急変時などの対応方

策を引き続き検討します。 

５．貸切バス事業者安全性評価認定制度の審査において、積極的な健康管理を行ってい

る事業者に対し加点することを検討します。 

 

○ ハード面の安全対策 

１．衝突被害軽減ブレーキ装着車両への代替を促すため、当該装着車両を運輸事業振興

助成交付金の補助対象に加えるとともに、そのための予算を増額補正する予定です。 

２．既存車に後付ができる衝突被害の軽減に資するための装置の開発を、国及び一般社

団法人日本自動車工業会に引き続き要請して参ります。 

 

資料５ 
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高速道路を運行するバスの安全対策について 

 

平成２６年５月１５日 

公益社団法人日本バス協会 

安全輸送委員会 

 

各事業者におかれては、国土交通省の「運転者の体調急変に伴う事故を防止

するための対策について」に基づき、各種対策を実施されているところですが、

今般、安全輸送委員会において、高速道路を運行するバスの安全対策について

検討した結果、国土交通省の定める安全対策に加え、下記の項目を実施するこ

ととしましたので、ご理解の上、可能な限り早期に実施するよう、お願い致し

ます。 

 

記 

 

１．全乗務員を対象に、ＳＡＳスクリーニング検査を実施する。 

 

２．夜行高速バスに従事する運転者の選定について、健康に関する項目を設け

る。 

 

３．運転者が夜行高速バスに乗務する際は、１３日間の連続勤務とならないよ

うに努めるとともに、１３日連続勤務が連続しないようにする。 

 

４．乗務前点呼において、健康管理マニュアルにおける「乗務前点呼における

乗務判断」を点呼場に掲示して、チェックを確実に行う。 

 

５．点呼場に血圧計等のヘルスケア機器を設置する等して、乗務員の健康管理

に活用する。 

 

６．乗務員に健康管理マニュアル要約版等を携行させ、運行中に体調異常を感

じた際の車両停止の判断や、途中休憩時・運転交替時の自己・相互チェック

の実施に活用する。 

 

７．衝突被害軽減ブレーキ装備車、車線逸脱警報装置等の早期導入に努める。

また、衝突被害軽減ブレーキ装備車である旨をバス車体に表示する等、安全

対策についての情報提供を行う。 
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公益社団法人日本バス協会 

貸切バス事業者安全性評価認定制度について 

 

１．貸切バス事業者安全性評価認定制度の概要 

 

（制度の目的） 

・貸切バス事業者の安全性や安全の確保に向けた取り組みを評価し、 

公表することで、貸切バスの利用者や旅行会社がより安全性の高い貸切バス事業者を選

択しやすくする。 

・本制度を通じ、貸切バス事業者の安全性の確保に向けた意識の向上や取り組みの促進を

図る。 

 

（認定の仕組み） 

・貸切バス事業者の申請に基づき、日本バス協会が書面審査、訪問審査を行い、評価の点

数を付けたうえで、「貸切バス事業者安全性評価認定委員会」（学識経験者、国土交通

省、日本バス協会で構成）において最終的な評価認定を行う。 

・認定の有効期間は２年間。最初は一ッ星からスタートし、その後点数によって二ッ星・

三ッ星までステップアップが可能。 

・星の取得状況は、日本バス協会及び国土交通省のホームページで閲覧可能。 

 

２．評価認定の方法 

 

以下の項目の合計点で評価する。 一つ星は６０点以上、二つ星は８０点以上。 

①安全性に対する取組状況（配点６０点） 

 法令順守の状況の審査とともに法令で求められているよりも高いレベルの取り組みが行

われているかを審査（デジタル式運行記録計の使用、ドライブレコーダーの導入による

教育等）。 

②事故及び行政処分の状況（配点２０点） 

 過去２年間の有責の死傷事故の有無、行政処分による累積点数の状況等。 

③運輸安全マネジメントの取り組み状況（配点２０点） 

 輸送の安全確保の責任体制、安全方針の策定と従業員への周知、安全についての会社あ

げての取り組み状況等 

 

３．フォローアップ 

 

 星をもらっている認定事業者に対しても、点数が低い事業者を中心に、事業者指導によ

るフォローアップを行い、さらなる安全性の向上を目指している。 

 

セーフティバスマーク 

資料６ 
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○貸切バス事業者安全性評価認定事業者

※

※非会員　平成24年度　2社33両、平成25年度　9社98両含む

○業界全体

4,533 ( 100.0 ) 47,693 ( 100.0 )

うち会員 2,161 ( 47.7 ) 33,139 ( 69.5 )

うち非会員 2,372 ( 52.3 ) 14,554 ( 30.5 )

※ 貸切バス事業者は平成24年3月現在（国土交通省調べ）

うち会員は平成25年8月現在（日本バス協会調べ）

平成２４年度認定事業者 194 5,479

　貸切バス事業者安全性評価認定制度　認定状況について
（平成26年6月4日現在）

事業者数 車両数

社 両

平成２５年度認定事業者 323 9,787

※

計 517 15,266

会員（非会員除く）に対する
認定事業者の割合 23.9% 46.1%

全事業者数（非会員含む）に対する
認定事業者の割合 11.4% 32.0%

事業者数 車両数

社、％ 両、％

貸切バス事業者

（内 二ッ星 193） （内 二ッ星 6,841）

４．認定状況について  （別紙） 
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貸切バス事業に関する適正化コンサルティング事業 

検討委員会・ワーキンググループとりまとめ 

 

平成２６年３月 

 

１．はじめに  

本ワーキンググループでは、平成２５年度１０月２５日より計３回の会合を開催し、『高

速・貸切バスの安全・安心回復プラン』の施策のひとつである業界団体を中心とした適正化

コンサルティング事業（法令遵守の徹底に関する営業所への巡回指導等）を実施することの

推進を図る為、巡回指導方法、巡回指導項目等の検討を行い、以下の通りとりまとめた。 

 

２．適正化コンサルティング事業について 

適正化コンサルティング事業は各都道府県バス協会が会員貸切バス事業者に対して管理

体制の整備状況、作成すべき台帳の整備状況等の確認、指導を行うことにより安全意識の向

上を図ると共に事故防止に寄与することを目的とする。 

この事業は各都道府県バス協会の事業として行うものであり、準備が整った協会から順次

実施することとしている。その際、実施内容についても各都道府県バス協会の自主性を尊重

し、適正化事業が円滑に実施できるよう、それぞれの地域の実情に合わせて行うこととする。 

 

３．適正化コンサルティング事業の概要 

①事業の目的 

会員貸切バス事業者の安全性向上 

②実施機関 

各都道府県バス協会。規模の小さな協会にあっては、場合によって複数のバス協会が協

力して実施することも検討。 

③実施内容 

・訪問指導を主体として行う。 

・２名以上の者が訪問する。（各都道府県協会が巡回指導を行う指導員を雇用 

する方法や、自動車事故対策機構等第三者機関に委託して行う。） 

・法令遵守や運輸安全マネジメントに問題があれば改善指導を行う。 

④実施対象 

基本的にはバス協会加盟の貸切バス全事業者を対象とする。ただし、円滑な事業の実施

や事業実施能力上の問題等から、協会の判断で優先順位をつけて実施することもありうる

こととする（優先順位：大型車両保有事業者を優先、日本バス協会の貸切バス事業者安全

性評価認定を取得している事業者を後回しにする等）。 

⑤費用負担 

運輸事業振興助成金の活用又は別途の会員事業者の負担。 

資料７ 
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⑥行政との関係、インセンティブ 

・各都道府県バス協会による適正化コンサルティング事業は実施し始めたばかりであり、

バス協会員の安全性の向上が最大の目的であるが、各バス協会の考え方が異なることから、

この度のワーキングにおいて、行政との連携についての取扱いは各々のバス協会の対応と

する。 

ただし、適正化コンサルティングの巡回指導と支局の監査の日程が重ならないよう、事

前に支局とスケジュールの調整を行うこととする。 

・将来的に、行政と連携し、情報提供等が行われ、実施された適正化コンサルティング事

業の内容を行政側で適正と判断された場合は、長期間未監査の監査対象から外す方向。 

 

４．巡回指導マニュアルの作成 

日本バス協会では、巡回指導員の参考資料として、ワーキンググループでの決定内容を踏

まえ、巡回指導マニュアル、法令集を作成した。各都道府県バス協会へ発送済。 

 

５．平成２５年度の日本バス協会モデル事業 

 ワーキンググループで検討したことを踏まえ、平成２５年度にモデル事業として適正化コ

ンサルティング事業を行った各都道府県バス協会には、日本バス協会へ情報提供をして頂き、

日本バス協会よりモデル事業にかかった経費の一部を負担する予定。 

 

６．今後の日本バス協会の取組みについて 

巡回指導員のレベルアップの為の、巡回指導員の勉強会の実施、巡回指導員の確保が困難

な地域への日本バス協会職員等の派遣、今回作成した巡回指導員用のマニュアルの改訂を行

うなど、日本バス協会は、平成２５年度のモデル事業が終了後も、各都道府県バス協会の適

正化コンサルティング事業実施を推進する為、様々なかたちでフォローしていく予定。 

 

７．最後に 

 本ワーキンググループにおいて、各都道府県バス協会が今後実施する適正化コンサルティ

ング事業の巡回指導方法、項目等の基本的な考え方を検討し、取りまとめることが出来た。

今後、準備ができた各都道府県バス協会から本ワーキングで決定した基本的な考え方に基づ

き、適正化コンサルティング事業を実施することとする。適正化コンサルティング事業と評

価認定制度により、貸切バスの安全・安心に対する信頼回復を引き続き進めていくこととす

る。 
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ハイタク事業における総合安全プラン２００９

○ 平成３０年までに

交通事故件数を １０，０００件以下に

死亡事故件数を ２０件以下に

○ 飲酒運転ゼロ

安全プラン２００９策定（平成２０年）

交通事故件数 ２０，７６０件

死亡事故件数 ４０件

平成２５年中の発生件数

交通事故件数 １６，３２３件

死亡事故件数 ３６件

交

通

死

亡

事

故

件

数

最終目標値（平成３０年）

交通事故件数 １０，０００件

死亡事故件数 ２０件

＊枠囲いの数値（Ｈ２６年以降）は、安全プラン２００９の目標値

＊出典：警察庁統計「ハイヤー・タクシーの事故件数（第１当事者）」

 
Ⅰ ． ハ イ タ ク 事 業 に お け る 総 合 安 全 プ ラ ン ２ ０ ０ ９ 
     

 ◆ 死亡事故件数は、平成２１年以降は増減を繰り返しながらもやや微減の傾向を   
     示している。 
 ◆ 法人タクシーを第１当事者とする交通事故件数は、増減を繰り返しながら横ばい  
     状態で推移していたが、平成２１年以降は減少傾向に転じた。 
 ◆ 安全プラン２００９では、中間年である平成２５年までに、死亡事故件数３０件以 
    下、事故総件数１５，０００件以下であるが、平成２５年の死亡事故件数は３６件、    
          事故総件数は１６，３２３件でいずれも目標を達成できなかった。 

    

１ 

◆ 平成３０年までに 
    交通死亡事故件数を２０件以下にする。  
    交通事故件数を１０，０００件以下にする。 
◆ 飲酒運転ゼロにする。 

１．削減目標 

（１）交通事故発生状況の年別推移（Ｈ１８～Ｈ２５） 



◆ タクシー事業者の約６５％を占める車両数１０台以下の小規模事業者向けに、    
  運輸安全マネジメントの簡便な手引書として、「運輸安全マネジメントの進め 
  方」を作成し、全タク連会員専用ＨＰに掲載した。（平成２３年１１月）                                                 
                                       

  
Ⅱ． 目標達成のため講じた措置等 

１．安全体質の確立 

２ 

◆ 運輸安全マネジメントの内容を踏まえ、会員事業者向けに「運行管理規定」の改 
   訂を行い、全タク連ホームページに掲載したｌ（平成２２年４月）  

（１） 運輸安全マネジメントの推進 

② 全タク連版「運行管理規定」の改訂 

③ 小集団・キックオフミーティング活動等の推進 

① 小規模事業者向け「運輸安全マネジメント実施の手引き」の作成 

◆ 事業者が主体的に運輸安全マネジメントに取り組み、小集団・キックオフミーティ 
   ング活動等を推進。 
  [取組み事例] 
  ○ 明け番集会等を活用し、定期的に乗務員との安全に関する意見交換会の開     
             催 
  ○ 乗務員と定期的な個別面談の実施。 
  ○ グループリーダーが主体性を持った安全に関するグループ研修会の開催  



（４）メールマガジン「事業用自動車安全通信」の活用 

◆ 国土交通省メールマガジン「事業用自動車安全通信」により発信さ   
  れたタクシー関連の特異重大事故等を、２半期ごとに死亡事故、飲 
  酒運転、救護義務違反（ひき逃げ）及び健康起因事故等に分類、集 
  約して、交通安全委員会（年２回開催）等各種会議資料として事故情 
  報の共有化を図り、交通事故防止に活用した。 

                      

３ 

（３） 「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」の活用 

◆ 事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル（改訂版）を全タク連において印 
   刷製本（６０００部）して、会員事業者に頒布し、その活用を図った。 
                                          （平成２６年４月） 

◆ 事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実施方法につい 
   て分かりやすく解説された国土交通省策定の「自動車運送事業者が事業用自動  
       車の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実施マニュアル（タクシー事業 
  者編）」を、全タク連において印刷製本（７４００部）して会員事業者に頒布し、その 
  活用を図った。（平成２４年６月） 

（２） 「自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的  
         な指導及び監督の実施マニュアル」の活用 



（６）交通事故の抑止と飲酒運転根絶に関する決議の採択 

◆ 全国のタクシー事業者が一堂に会する全国ハイヤー・タクシー事業者 
    大会（平成２５年１０月３０日）において、交通事故の抑止と飲酒運転 
        根絶に向けて、運輸安全マネジメントの一層の浸透・定着と、「総合安 
      全プラン２００９」に基づく交通安全対策の一層の強化・充実に業界の 
        総力を挙げて取り組むことを決議した。 

交通事故の抑止と飲酒運転根絶に関する決議 
  

  ハイヤー・タクシーによる交通事故は、全体としては減少傾向にあるものの、死

亡事故件数はほぼ横ばい状態で推移している。また、飲酒運転、ひき逃げ等の
悪質な事案も依然として発生している。 

 ハイヤー・タクシー業界を取り巻く経営環境は極めて厳しい情勢にあるが、輸送
の安全の確保は、運送事業に携わる者の責務であり、業界の最優先課題である
ということを全事業者が自覚し、交通事故の抑止と飲酒運転の根絶に向けて、業
界の総力を挙げて、運輸安全マネジメントの一層の浸透・定着と、「ハイタク事業
における総合安全プラン２００９」に基づく交通安全対策の強化・充実に取り組む
ことを宣言する。 
                          
            平成２５年１０月３０日 
            第５３回全国ハイヤー・タクシー事業者大会 

４ 

（５）交通安全意識の醸成のための表彰制度の活用 

①交通事故抑止対策優秀都道府県協会表彰 

◆ 「総合安全プラン２００９」に掲げた目標達成に向け、各都道府県協 会の交

通事故抑止に向けた取り組みの一層の強化を目的として、交通事故削減に努
力した都道府県協会を表彰する「交通事故抑止対策優秀都道府県協会表彰」
制度を平成２３年から実施。 

②優良乗務員表彰 

◆ タクシー乗務員のうち、無事故無違反運転を長期間続け他の乗  
   務員の模範となる優良な乗務員を表彰することにより、乗務員の 
       資質の向上を図ることを目的に昭和４１年から実施。 



  
  

  

２．交通事故削減のための対策等 

（１）タクシー適正化・活性化特別措置法に基づくタクシー事  
   業の適正化の推進 

輸送の安全等を確保するため、「タクシー適正化・活性化特別措置法」に基づき、全国１５６の
特定地域において、タクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）を推進 

         
  減・休車の状況（平成２５年７月３１日現在、全タク連調べ） 
     ○特定地域における減・休車実施前の車両数  約１９万台 
     ○減・休車数                        約２万５千台 

長期的に輸送需要が低迷する中、車両数が増加するなどの影響もあり、運転者の労働条件
が悪化 

５ 

H20 H21 H22 H23 H24 H25

法タク車両数（指数） 100.0 99.3 97.1 91.6 89.9 89.2

法タク事故件数（指数） 100.0 100.4 97.5 92.4 85.5 78.6

事故率（指数） 100.0 101.2 100.5 100.9 95.1 88.2
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法人タクシー車両数と事故件数の年別推移

法タク車両数（指数）

法タク事故件数（指数）

事故率（指数）

区分 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

法人タクシー車両数 228,760  227,058  222,097  209,566  205,683  203,943  

内訳 
福祉輸送限定 8,345  8,539  9,145  10,144  10,924  11,757  

法人タクシー 220,415  218,519  212,952  199,422  194,759  192,186  

法タク事故件数 20,760  20,846  20,248  19,182  17,749  16,323  

法タク死亡事故件数 40  36  37  44  33  36  

千台当たりの事故件数 90.8  91.8  91.2  91.5  86.3  80.0  

＊車両数は、国土交通省調べ（各年３月末現在） 
＊交通事故件数は警察庁調べ（各年中） 

＊事故率は、千台当たりの事故件数 



６ 

（２）シートベルト着用促進ステッカーの作成 
  （利用客の車内事故防止及び被害軽減対策） 

◆ タクシー利用者にシートベルの着用を促進するため、英語、中 
   国語、韓国語で併記したシートベルト着用促進ステッカーを作 
   成し、傘下事業者の全タシー車両に貼付している。 
                 （平成２６年５月 ２２万６千枚作成、配布） 

 

１．目的 
  タクシーを第１当事者とする交通死亡事故は、例年、秋口から年末にか   
 けての３月間に多発する傾向にある。この期間の交通事故増加の要因 
 として、夕暮れから日没までが急速に進むことによる視認性の低下などが  
 あることから、車のライトを早めに点灯することで「車」と「人」が互いに早 
 期に覚知することにより、交通事故の防止を図り、もって「安全プラン２００ 
 ９」の通事故削減目標の達成を図ることを目的とする。 
２．期間 
  平成２５年１０月１日から１２月３１日までの３カ月間 
３．点灯時間 
  前照灯を薄暮時から点灯（地域の実情による） 

４．点灯要領 
  前照灯は走行用前照灯（上向き・ハイビーム）とする。 
  前車や対向車があるときはすれ違い用前照灯（下向き・ロービーム）に 
  するなど、こまめに切り替える。 

早めのライト点灯運動推進要領 

（３）早めのライト点灯運動の推進 



 
◆ 全タク連交通安全委員会において交通安全等に関する講演・研修会を年２回開催した。 
 
   〇平成２２年３月 「安全管理規程に係るガイドラインの改正概要について」 
       国土交通省大臣官房運輸安全監理官付主席運輸安全調査官 田村俊昭 氏 
   〇平成２２年９月 「タクシードライバーの運転行動と事故傾向 
      早稲田大学人間科学学術院 教授 石田敏郎 氏 
   〇平成２３年３月 「薬物に起因する交通事故防止対策等について」 
      警察庁刑事局犯罪対策部薬物銃器対策課 
      課長補佐 高尾祐司 氏 
   〇平成２３年８月 「適性診断結果を活用した交通事故防止について」 
      ＮＡＳＶＡ安全指導部アシスタントマネージャー 東浩基 氏 
   〇平成２４年３月  
      「高齢運転者の交通事故防止について」 
        労働科学研究所 所長 酒井一博 氏 
      「安全に関する企業風土測定ツール」 
        国土交通政策研究所 研究官 熊坂祐一 氏  
   〇平成２４年９月        
      「交通事故、交通違反経験者の特性に基づく交通安全指導」 
        （公財）交通事故総合分析センター特別研究員 西田泰 氏 
      「脱法無線ドラッッグの乱用防止について」 
        警察庁刑事局組織犯罪対策部薬物銃器対策課 課長補佐 小伊藤修 氏 
   〇平成２５年３月 
      「飲酒運転防止のための指導者養成の必要性」 
        特定非営利活動法人ＡＳＫ 山村陽一 氏 
      「ＩＴ機器を利用したＫＹＴによる交通事故防止」 
        早稲田大学人間科学学術院 教授 石田敏郎 氏 ほか２名 
   〇平成２５年９月 
      「運転者管理の重要性等について」 
        獨協医科大学法医学講座准教授  一杉正仁 氏 
      「スタッドレスタイヤの装着違いによる車両挙動について」 
        （一社）日本自動車タイヤ協会 タイヤ検査・事故防止部会委員 山本裕史 氏 
   〇平成２６年４月 「ＩＳＯ３９９００１認証取得について」 
      損保ジャパン日本興和リスクマネジメント株式会社 企画開発部長 入口秀俊 氏 
 
◆ 各県協会が事業者、乗務員を対象に交通安全等に関する講習・研修会等 を定期的に開    
  催した。 
 
◆ 運輸支局、ＮＡＳＶＡの実施する安全マネジメントセミナー、講習会等への積極的な受講の    
  広報・啓発を行った。 

７ 

 （４）安全対策に関する各種講習会・研修会の実施等 



（１）ドライブレコーダーの活用 

ドライブレコーダー導入車両数   約１０万２，０００台   
                                                           （導入率約５５％） 

ＡＶＭ（含むＧＰＳ）導入車両数  約１３万７，０００台 
                                                            （導入率約７４％） 
 
 

３．ＩＴ技術の活用 

８ 

① ＧＰＳ－ＡＶＭの整備 
   ＧＰＳによりタクシーの現在位置を把握し、お客様から最短距離にあるタクシー 
    を無線配車するシステム。 

（２）配車システムの高度化 

◆ 映像記録型ドライブレコーダー、ＧＰＳ－ＡＶＭ等ＩＴ機器を活用し、運 
   行管理の高度化等を図り、安全対策、環境対策を進めた。 

＊ドライブレコーダー導入車両数は全タク連調べ 
＊導入車両数は２４年度末現在数 
＊導入率＝導入車両数÷車両数×１００ 

② スマートフォンを活用した配車 

運転中に記録された前方の交通状況等の映像を解析し、乗務員の安全教育
等に活用。 

＊ＡＶＭ搭載台数は全国無線自動車連合会調べ 
＊導入率＝導入車両数÷無線車両数×１００ 
＊各導入車両数は２３年度末現在数。 

スマートフォンのGPS機能で、お客様のご乗車場所近くを走行中の車両を
簡単操作で呼ぶことのできるシステム。 



９ 

Ⅲ． 今後の取り組み 

タクシー事故の特徴を踏まえた重点的対策の実施 

（１）交通事故の総量抑止対策 

◆重点抑止対象 
      路上寝こみ者の轢過事故の抑止 
◆選定理由 
  ① 死亡事故の７割を人対車両の事故が占める。 
    ② 人対車両の死亡事故で路上寝こみ者の轢過事故が３６％を占めている。 
◆対策  
  ① 早めのライト点灯とこまめなライト上向け走行の徹底（通年化して継続実施） 

    ② 路上寝こみ者発見時の関係機関への通報と保護活動（新規）                                      
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（２）死亡事故抑止対策 

◆重点抑止対象 
   出会い頭事故 
◆選定理由 
  全事故の２６％を出会い頭事故が占めている。 
◆対策 
  ① 信号のない交差点通過時の安全に係る基本  
    動作の習慣化の徹底 
   ・相手車優先時の交差点通過 
    ２段階停止の習慣づけ 
   ・自車優先時の交差点通過 
    アクセルからブレーキへの足乗せ換え動作  
    の習慣づけ 

  ② 管理者による同乗指導                                       

◆ 事故分析に基づく対策の重点的実施 
◆ ＰＤＣＡサイクルによる対策の定期的な見直し 
◆ ドライブレコーダーの画像活用によるヒヤリハット教育の推進 

（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計（平成２４年版）」 

（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計（平成２４年版）」 



 

 

 

 

 

 

平成２６年度 事業用自動車総合安全プラン２００９ 

フォローアップ会議 
 

 

日 時   平成２６年６月２７日（金）１４：００～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

平 成 ２ ６ 年 ６ 月 ２ ７ 日 

（一社）全国個人タクシー協会 

 

「個人タクシー事業における総合安全プラン２００９」の取り組み状況 

 

Ⅰ. 個人タクシー事業にかかる事故等削減目標  

 

 １. 毎年、死亡事故件数（第１当事者）ゼロをめざします。 

 ２. 毎年、飲酒運転ゼロをめざします。 

 ３. 人身事故件数（第１当事者）を平成２５年までに１，２６０件以下（２５％減）、 

平成３０年までに８４０件以下（５０％減）をめざします。 

 

（削減状況） 

 国における取り組み、当協会や各地域団体における取り組みの結果として、個人タク

シーの人身事故件数（第１当事者）については目標を上回っている年、下回っている年

もあり、平成２５年１２月３１日現在において１，３２７件と、目標である「平成２５

年までに１，２６０件（平成２０年比２５％減少）」に若干届いておりません。 

 中間年以降においても、ひき続き人身事故件数半減の目標に向かって取り組んでいく

こととしています。 

   〔資料〕・人身事故（第１当事者）削減目標及び進捗状況（全国ベース） 

 

Ⅱ. 過去５年間の主な取り組み内容 

   

①「安全運行指導員だより」を発行、各会員の安全運行指導員に配付。(別紙１) 

②「自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び 

監督の実践マニュアル」を支部・会員に周知徹底。 

③ 重大事故若しくは特異な事故等について各支部に速報。 

④ 交通安全運動（毎年９月１日～１０月１日）を実施。(別紙２) 

⑤ 各団体において事故防止講習会、事故惹起者指導講習会等を実施。 

⑥ 各団体において機関紙・組合報等を通じてＰＤＣＡサイクル実践、事故防止徹底

を啓蒙。(別紙３) 

〔資料〕「個人タクシー事業における総合安全プラン２００９」の当面講ずべき

施策と取り組み状況の実績について 

 

Ⅲ. 地方運輸局の設置する「地域事業用自動車安全対策会議」に各地方の支部が参画し、

事故防止に取り組んでいる。（別紙４） 



各年12月末現在

総合安全プラン２００９実施後の個人タクシー事故発生状況

人身事故(第１当事者)削減目標及び進捗状況（全国ベース）
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▲351件
▲21％

人身事故
（第１当事者）
削減目標

（20年比）

人身事故
（第１当事者）
発生件数

（20年比）

　　 いる。

年

※ プラン最終年目標達成に向けて、今後、さらに事故件数487件（37％）の削減が必要となって

※ プラン中間年25％削減目標に対して、平成25年現在21％削減（4％＝67件不足）となっている。

20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年



 

 

平 成 ２ ６ 年 ６ 月 ２ ７ 日 

（一社）全国個人タクシー協会 

 

「個人タクシー事業における総合安全プラン２００９」 

の当面講ずべき施策と取り組み状況の実績について 
 

当面講ずべき施策 

（平成２１年７月策定） 

取り組み状況実績 

（平成２１年７月～２６年４月） 

 

１. 安全マネジメントについて 

 

（１）安全マネジメントの周知・徹底 

個々の個人タクシー事業者、協同組

合等の各団体において、ＰＤＣＡサイ

クルを継続的に繰り返し、絶えず輸送

の安全性の向上に努めるよう、周知徹

底を図ります。 

   また、関連セミナー等に積極的に参

加するとともに、理事会、委員会等の

際に、安全マネジメントを浸透させる

ための講習会を実施します。 

 

 

 

 

◆ 国交省・自動車交通局旅客運送適正化

推進室の専門官から運輸安全マネジメン

トの取り組みについて講演。（平成１９年

９月：安全・サービス委員会） 

◆ 国交省・自動車交通局安全政策課の課

長から国の総合安全プラン２００９につ

いて講演。（平成２１年７月：第７３回理

事会） 

 

（２）ＮＡＳＶＡの活用、安全マネジメン

ト講習 

   平成１８年９月に、日常的な安全運

行・事故防止の指導活動をすることを

目的に「安全運行指導員制度」を導入

し、同指導員の認定要件として、ＮＡ

ＳＶＡの一般講習の受講を義務付けて

います。その徹底とともに、ＮＡＳＶ

Ａの協力を得て、タクシー事業に重点

を置いた講習にするなど、一般講習内

容の充実を検討します。 

   また、協同組合等の各団体において、

ナスバネット（インターネット適性診断

システム）を導入するよう推進します。

 

◆ 関東支部において（ＮＡＳＶＡの協力

により）タクシー事業に重点を置いた一般

講習を実施。（平成１８年１２月～） 

 



 

 

 

（３）中小規模事業者向け手引の作成 

   冊子「安全運行指導員：活動マニュ

アル」（平成２１年２月発行）の内容充

実を図り、協同組合等の各団体、安全

運行指導員あて配付します。 

 

 

◆ 安全運行指導員だよりを発行 。（平成

２２年１０月） 

◆ 安全運行指導員活動マニュアル改訂版

を発行。（平成２４年１１月） 

 

 

２．運行管理者制度について 

 

（１）運転者に対する指導・監督内容の明

  確化 

   運行管理者を安全運行指導員、運転

者を個々の個人タクシー事業者とみな

し、安全運行指導員が事業者に対して、

実効性のある指導・監督が行えるよう、

国が作成する「指導・監督マニュアル」

を周知徹底します。 

 

 

 

 

◆ 「自動車運送事業者が事業用自動車の

運転者に対して行う一般的な指導及び監

督の実施マニュアル」（国交省）を支部・

会員に送付し周知徹底。 

（平成２４年４月） 

◆ 関東支部において同マニュアルを傘下

全事業者に配付。（平成２４年４月） 

◆ 安全運行指導員制度を一部改正、所属

団体単位で事業者の運転・営業面、健康

管理面等の確認・指導体制確立を図る。

（平成２４年１０月） 

 

（２）運行管理者講習等におけるアルコー

ルに関する専門的教育 

協同組合等の各団体において、ＡＳ

Ｋ（アルコール薬物問題全国市民協会）

等、関係機関の講習会受講を推進しま

す。 

   機関紙「全個協」等で飲酒運転の根

絶について指導します。 

 

◆ 全事業者のアルコールチェッカー装

備・使用・確認を周知徹底。（平成２２年

９月） 

 

（３）映像記録型ドライブレコーダを活用

した運行管理の高度化 

   安全対策の推進のためドライブレ

コーダの導入を推進します。協同組合

等の各団体において、費用の助成措置

をするよう検討します。 

 

◆ 財政面を踏まえ各団体において独自に

実施。（平成２１年７月～） 

 



 

 

 

３. 事故情報の活用充実について 

 

（１）業界全体での事故情報の共有 

   年間の個人タクシーの事故発生状況

を各団体へ報告するほか、重大事故等

が発生した場合は、事故概要・原因等

を迅速に報告し注意を喚起します。 

   また、国土交通省が創設するメール

マガジン「自動車安全（仮称）」を積極

的に活用します。 

 

 

 

 

◆ 重大事故もしくは特異な事故等につい

て団体からの報告により、各支部へ迅速

に報告。（平成２４年８月～） 
 

 

 

４．事故防止対策について 

 

（１）各団体での事故削減目標の明確化 

協同組合等の各団体において、全国

個人タクシー協会の策定した事故削減

目標に基づき、削減目標を明確にし

ます。 

 

 

 

 

◆ 各団体において事故削減目標を設定。

（平成２１年７月～） 

◆ 「乗車中はシートベルトを着けてくだ

さい」ステッカーを全車両に貼付。（平成

２０年４月～） 

 

（２）交通安全運動の実施 

   継続して全国個人タクシー協会主催

の「交通安全運動」（毎年９～１０月

２ヵ月間）を実施します。 

 

◆ 毎年（９～１０月）実施し、成績優秀

団体について翌年の定時総会において

表彰。 

 

（３）車内事故防止対策の徹底 

   「シートベルト着用」、「防犯カメラ

設置」等について利用者の理解を求め

る等、車内事故防止対策を徹底します。

 

◆ 各団体において「車載カメラを搭載し

ています」ステッカーを当該車両に貼付。

（平成２１年７月～） 

 

（４）車両の点検整備の徹底 

車両の点検整備、運行に際しての日

常点検整備を徹底します。 

 

◆ 各団体において日常点検の実施、運転

日報への記載を徹底。 

 

  



 

 

 

５．運転者対策の充実・強化について 

 

（１）運転者の健康管理に係る指針の作成

   国により作成されるガイドラインを

周知徹底します。 

   安全サービス委員会において、運転

業務に伴う疾病や身体に及ぼす影響、

健康管理に関する情報を収集し、対策

を検討します。 

 

 

 

 

◆ 当協会関東支部において「個人タク

シー事業者健康管理マニュアル」を作成、

傘下全事業者に配付。（平成２４年１０

月） 

 

 

６．利用者等が安全性の観点から運送サー

ビスを容易に取捨選択できる仕組みの

整備について 

 

 

（１）タクシー事業 

   平成１０年より、安全性やサービス

水準に関して評価・認定する優良個人

タクシー事業者認定制度（マスターズ

制度）を実施しており、その一層の内

容充実を図ります。また、国の評価制

度（ランク制度）に係る体制を整備し

ます。 

 

◆ マスターズ制度を一部改正、マスター

認定申請時に運転記録証明書の添付を義

務付ける（平成２１年７月～） 
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別紙１

交通事故死者数4,373人 13年連続で減少
平成２５年の交通事故による死者数は、4,373人で13年連続の減少となり、交通事故発生件数及び負傷者数も９年連

続で減少しました。しかしながら、交通事故死者数の前年比減少率はわずかにとどまり、高齢者の死者数が平成１３年以
来１２年ぶりに増加するなど、交通情勢は厳しい状況にあります。来 年ぶり 増加するな 、交通情勢 厳 状況 あります。

死 者 数

事故件数
832,691

629 021

負傷者数

1,034,653

781,494
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1,200,000 交通事故発生状況の推移

死 者 数
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平成２５年の交通死亡事故の特徴

１.年齢層別死者数 高齢者（65歳以上）（構成率52.7％）が最も多く、次いで50歳代（同9.6％）、40歳代（同9.0％）の順に多い。
２.状態別死者数 歩行中（構成率36.2％）が最も多く、次いで自動車乗車中（同32.4％）となっており、両者で全体の３分の２

以上を占めている。
３.昼夜別死者数 それぞれが約半数（昼の構成率50.1％、夜の構成率49.9％）を占めている。前年と比較すると、夜間死者

数（2,182人）が３年連続で減少する一方、昼間死者数（2,191人）は18年ぶりに増加している。

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

数（ , 人）が 年連続 減少する 方、昼間死者数（ , 人）は 年 りに増加 る。
４.法令違反別死亡事故件数 漫然運転（構成率17.6％）が最も多く、次いで脇見運転（同14.0％） 、安全操作不適（同11.7％）

の順に多く、前年と比較すると運転操作不適（前年比＋75件、＋19.7％）が大きく増加している。
※ 警察庁まとめ

個タク診療所 ③ 健 康 管 理 の コ ツ

次の４点が中高年の健康管理のコ す。そして夫婦、親子そろっての楽し次の４点が中高年の健康管理の
ツ（基本）です。

これだけはしっかり頭に入れ、無理
をしない程度に、自分に合ったやり方
を工夫することが大事です。

腹八分目の食事
年をとるにつれて胃も腸も弱ってく

るので酷使しないようにします。腹八
分目の食事を守ること これが健康づ

す。そして夫婦、親子そろっての楽し
い食卓、雰囲気に心がけましょう。

生活のリズムを守る
人間の体は心臓も胃も腸も、常にリ

ズミカルに動いています。快眠のコツ
はなるべく自然に逆らわないで規則
正しくし、快便のコツは朝なら朝と定
期的にすることです。また、快眠には
快適な環境 快便には繊維の多い

できるだけ使うように心がけ、さびる余裕
を与えない、速度をスローダウンさせる
ことが若さを保つ基本です。

定期的に健康チェック
自分では健康だと思っていても分目の食事を守ること。これが健康づ

くりの基本中の基本です。
もう一つは調和のとれた食事です。

それには１日３０食品を食べる、白米
を大食しない、たんぱく質や緑黄色野
菜を十分に、海草は毎日、塩分や甘
い物をとりすぎない、などが大切で

快適な環境、快便には繊維の多い
食事や運動なども関係します。

頭や体を使う
老化の足音が聞こえる４０歳を過ぎ

ると、廃用性委縮といって、使わない
筋肉や細胞はどんどんさびて（衰え
て）いきます。手、足、体、そして頭を

自分では健康だと思っていても、
何十年も使ってきた体です。どこか
に〝さび〟や〝がた〟がきていない
とも限りません。

年１回、結婚記念日に夫婦そろっ
て健康診断を受け、お互いに健康を
確かめあってはどうでしょうか。
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事故削減目標達成に向けて頑張りましょう

平成２5年は安全プラン２００９の中間年

警察庁調べによる平成２５年のハイヤー・タクシーの事故件数（第１当事者）がまとまりました。それによると、平成２５
年の個人タクシーの事故発生件数は１，３２７件で、前年比８８件（６．２％）減少しました。ここ５年間の推移でみても、（平
成２２年だけは前年比で増加しましたが）減少傾向が続いています。

しかし一方、「個人タクシー事業における総合安全プラン２００９」における事故削減目標に照らしてみると、プラン中間
年である平成２５年は事故削減目標＝事故発生件数１，２６０件（平成２０年比２５％減）に届かず、あと６７件の事故削減
が足りませんでした プラン最終年 平成３０年の事故削減目標 事故発生件数８４０件（平成２０年比５０％減）達成に

事故は減少するも目標値に届かず

が足りませんでした。プラン最終年・平成３０年の事故削減目標＝事故発生件数８４０件（平成２０年比５０％減）達成に
は、今後、さらに４８７件の事故削減が必要です。

厳しい状況ですが、あきらめることなく、プラン最終年・平成３０年の事故削減目標達成に向けて、支部・会員・所属団
体が協力しあって事故削減・事故防止活動に取り組みましょう。

総合安全プラン２００９事故削減目標の進捗状況

個人タクシーの事故件数（第1当事者）

1,678件

1,678 

1,524 

1,595 
1,475 

1,415 

1 327
1,400

1,600

1,800
（件数）

事故削減目標
事故発生件数

1,260件
▲25％ 840件

▲50％

1,327

800

1,000

1,200

20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

20年 21年 22年 23年 24年 25年 ・・・・・・・・・・・

（注）警察庁調べ。２５年の事故件数は概数。２０～２４年は確定数。

20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

プラン
基準年

プラン
中間年

プラン
最終年

事故削減目標
（20年比）

1,678件
1,260件

▲418件

▲25％

840件

▲838件

▲50％

事故発生件数
（20年比）

1,678件 1,524件 1,595件 1,475件 1,415件 1,327件

▲351件

▲21％

目標達成
まで
－487件

▲21％目標達成まで－67
件（－5％）足らず

487件
（－37％）
必要

※ 中間年２５％削減目標に対し、平成２５年１２月３１日現在２１％の削減となっています。
※ 最終年目標達成に向けて、事故件数４８７件（３７％）の削減が必要となっています。



別紙２

horie
長方形





平成25年7月22日関東支部「安全対策推進会議」決議

“総合安全フラン2009"中間年

目標達成目指す

-人身事故発生624件以内を実行!!

東京 479件 神奈川 107件

埼玉 7件 栃木 2件

-死亡事故 ゼロ
， ， 
• • 

安全の基本

1.基本動作の徹底

.ブレーキ操作を誤らない

-下車等お客扱い時は
パーキング、orサイドブレーキ

.シートベルトで守る

千葉 26件

群馬 13件)

2.飲酒運転は厳禁
.飲酒・酒気帯び運転は故意犯

.飲んだら乗るな

3.無免許・無車検の厳禁

-あってはならない運行

・日常点検等で確認

・アルコールチェッカーで確認

.一イ111社fり) 国白ムん個ムスム刀かクんシ11一一一一一白吟吟一凶凶会会三午午I関附-対脱阪京芯支主昨長 ¥ん……J片んU山す引叫拙J足忠よ怠:
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f、-三 .1

日凋運;東京都!交:通l丸事協同J注目令理事長-三村 満 一 | 

平成25年7月22日関東支部「安全対策推進会議」決議 別紙３

horie
長方形



平成２５年８月現在

運輸局「安全推進
会議」への参画の

有　　無

　 平成24年の事故件数は概ね目標を達成。今後も引き続き目標に向けて推進するため、年２回の安全

対策会議において取り組み強化を図る。また、北海道運輸局との連絡会議に引き続き参画する。

安全対策推進 　 引続き死亡事故ゼロ、飲酒運転ゼロを目指し、各団体ごとに削減目標を定め、事故防止の取り組みを

会議 推進する。

安全対策推進    各県協会ごとに支部安全プラン2009に準じ事業者研修会及び期限更新対象者講習会等を開催し、 ×

会議 輸送の安全を確保するとともに道路交通法の遵守並びに交通安全の徹底を図る。 （局から参画要請なし）

安全対策推進

会議

   引き続き毎年死亡事故件数（第1当事者）ゼロ、飲酒運転ゼロを目指す。人身事故件数（第1当事者） ×

を２５年までに２５％減を目指す。死亡事故ゼロと飲酒運転ゼロは達成継続中だが、人身事故は増加し （局から参画要請なし）

ているため達成を図る。

   更新短縮者研修会、旅客サービス向上及び交通安全講習会等において、傘下事業者の交通事故の

削減及び安全に対する意識の向上を図った。

   支部安全対策推進会議を開催し、今年度の取り組みの決定と周知を図るとともに、研修会等により

安全対策推進 事故防止、安全運行について意識の向上を図った。引き続き重大事故の速報による情報の共有化、

会議 アルコールチェッカーによる確認の徹底、整備管理の徹底、ドライブレコーダーの導入促進等に努める。

平成24年度より高齢事業者を対象として、期限更新時に事故防止のための安全講習を実施している。

「プラン2009」　 協会本部の重大事故等速報制度やメールマガジン「事業用自動車安全通信」を活用して、事故内容

対策推進会議 を検証するとともに、事故削減の周知徹底に努める。

　 事業用自動車安全通信（メルマガ）等を基に「個人タクシー重大事故等の情報」を作成し、各組合に

定期的に配付。組合の安全運行指導員を活用し事故防止を図る。事業者研修会において、健康管理

や事故防止の徹底を図る。本年度はプラン2009の中間年にあたるため、組合毎に数値目標を掲げて

事故の削減に努める。

　 各所属団体にて各地区の交通安全等の会議に参加、後に支部にあげてもらい協議をして会員に

周知徹底をしている。

東北 ○

全個協：支部における取り組み状況

北海道 安全対策会議 ○

支　部 実施機関 支部における取り組み状況

四国 ○

北陸信越

関東    特に中間年にあたるため、当初の設定の削減目標の達成を目指し取り組むこととしている。 ○

中部 ※①

近畿 ※② ○

中国 ○

九州 ※③ ○

沖縄 団体長会議 ○

※①　中部支部：協会本部策定の事故削減目標に準じて実施。
※②　近畿支部：近畿運輸局安全対策会議策定「近畿グリーンナンバーセーフティプラン2010」に基づき実施。
※③　九州支部：支部役員等で審議・決定事項に基づき実施。

別紙４



総 合 安 全 プ ラ ン ２ ０ ０ ９ の 進 捗 状 況 と 今 後 の 計 画 平成２６年６月２７日
（公社）全日本トラック協会

今後の計画

●衝突被害軽減ブレーキ等のＡＳＶ関連機器、ドライブレコーダ等の安全対策機器
の導入助成を行い、普及促進を図った。

●ドライブレコーダについては、機器の普及に加え、機器の有効活用を図るため、
「ドライブレコーダ導入の手引き」、「ドライブレコーダ活用マニュアル」及び
「Ｗｅｂ版ヒヤリハット集」を制作し、全ト協ホームページ上に公開した。

ａ．ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダの普及促進ａ．ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダの普及促進

ｂ．トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上ｂ．トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上

●Gマーク制度（貨物自動車運送事業安全性評価制度）の普及促進を図った。
●安全運転研修に対し助成を実施し、受講促進を図った。
●運転技術、安全意識向上のため、トラックドライバー・コンテストを実施した。

目 標
区 分

平成２０年
実績

平成２５年
目標

平成３０年
目標

交通事故死者数 513人 380人以下 250人以下
人身事故件数 56,295件 43,000件以下 30,000件以下

区 分
平成２０年

実績
平成２５年

目標

平成３０年
目標

交通事故死者数 450人 330人以下 220人以下
人身事故件数 28,838件 22,000件以下 15,000件以下

■事業用自動車総合安全プラン２００９ ■トラック事業における総合安全プラン２００９

ｃ．事故分析及び対策の検討・活用ｃ．事故分析及び対策の検討・活用

ｄ．広報・啓発活動等ｄ．広報・啓発活動等

交通事故死者数及び件数並びに飲酒事故の推移

全
ト
協

国
交
省

実施内容及び中間目標の達成状況

●事業用貨物自動車の事故実態を交通事故データベースから集計分析し、それらの分析
事例をもとに事故事例集を作成し、事故防止活動に供した。

●「正しい運転・明るい輸送運動」、「不正改造車を排除する運動」の実施、国の交通安全
運動等への参加など、会員事業者への積極的な広報・啓発活動を行った。

中間目標未達上記実施内容に加え

（１）トラック運転者教育の充実等（１）トラック運転者教育の充実等

（２）事故分析手法の見直し及び発生地域別データベース（仮称）の構築（２）事故分析手法の見直し及び発生地域別データベース（仮称）の構築

（３）運行管理・支援機器の普及拡大（３）運行管理・支援機器の普及拡大

●新規採用運転者等への教育実習について、全日本トラック協会において、カリ
キュラムの作成、実施体制の整備、実施補助等を検討する。

●全日本トラック協会及び都道府県トラック協会の総会、事業者大会等における交
通安全セミナー及び交通安全決議の実施により、交通安全に対する事業者の意識
の定着を図る。

●「トラック追突事故防止マニュアル活用セミナー」及び「ドライブレコーダ活用
セミナー」を全国各地で開催し、事故防止の意識高揚を図る。

●運行記録計、ドライブレコーダなど運行管理・支援機器の更なる普及拡大策を検
討する。

●これら機器を利用した安全教育についても上記（１）と一体的に更なる措置を検
討する。

●重大事故に係る会員事業者情報を収集し、車籍別、発生地別、車両区分別、道路
区分別等詳細に分析するなど、事故分析手法の見直しを図るとともに、迅速かつ
効果的な検証を行い、新たな対策の樹立につながるよう取り組みを強化する。

●また、事業用トラックによる死亡事故の発生地域別データベースを構築し、事故
防止啓発ツールとして活用を図る。
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死者数330人以下

中期目標
人身事故件数
22,000件以下 0
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平成 26 年６月 27 日 

トラック事業における総合安全プラン 2009 の概要と施策の進捗状況 

公益社団法人全日本トラック協会 

◆はじめに 

トラック運送業界では、国の「事業用自動車総合安全プラン 2009」の数値目標や取り組み計

画を踏まえ、今後の交通安全対策を推進するにあたり、10 年後（2018 年）を目途とした「ト

ラック事業における総合安全プラン 2009」を策定することとした。 

トラック運送事業者や各都道府県トラック協会が各地域の事情に応じて、自主的かつ具体的

に目標の設定と対策計画を策定し、「事業用自動車総合安全プラン 2009」を実施することを期

待するものであり、かつ荷主など社会全体の理解と協力も期待するものである。なお、本プラ

ンは、PDCA サイクルに沿って、定期的・継続的に進捗状況をチェックし、適宜、必要な見直

しや対策を講じることとする。 

 

◆目標 
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2018年の事故死者数

220人

2018年の人身事故件数

15,000件

2013年の事故死者数

330人

目標値

国による計画を踏まえ、営業用トラックが原因となる交通事故死者

数、交通事故件数を減少させる。また、有責死亡事故の撲滅を図る。 
基本目標 

① 2018 年までに、交通事故死者数を 220 人以下にする。 

② 2018 年までに、人身事故件数を 15,000 件以下にする。 

③ 飲酒運転ゼロ 

数値目標 

営業用トラックの数値目標の設定 



 

 

取り組むべき課題 対策の内容 

(1)安全体質の確立 ① トラック協会主催による安全マネジメント講習会を実施し、運輸安全マネジ

メントの普及及び浸透に努める。 

② 安全マネジメントの取り組みを容易に行えるよう、安全マネジメントの導入

事例集、視聴覚教材を作成する。 

③ 運行管理者が運転者に対して実効性のある指導・監督が行えるよう、国の作

成する「指導・監督マニュアル」の周知徹底を図る。 

④ 国が作成する健康状態に応じた乗務可否の判断の基準等を示したガイドラ

インを文書・全ト協 HP にて周知徹底を図る。 

⑤ 悪質違反や社会的影響の大きい事故が発生した場合には、都道府県トラック

協会に情報を提供し、情報の共有化に努める。 

⑥ 国土交通省のメールマガジン「事業用自動車安全通信」について、その活用

方法をトラック協会の広報誌、HP により周知徹底する。 

⑦ 事業者や運転者向けの安全運転教育用教材資料を作成し、社内での安全運転

教育の促進及び安全意識の向上を図る。 

⑧ 指定安全運転研修施設に運転者等を派遣して安全教育訓練を実施する会員

事業者に対し助成するとともに、助成制度の周知に努める。 

(2)コンプライアンス

の徹底 

① スピードリミッターに特化した不正改造排除活動（6 月を強化月間）を継続

的に実施する。 

② トラックの点検整備実施率が他の業態に比べて低いため、点検整備実施率の

向上対策を検討する。 

③ 全ト協 HP 等への危険行為、迷惑行為等の苦情へのフォローアップを行う。

④ 貨物自動車運送事業安全性評価事業（G マーク）を会員事業者や荷主企業

等に広く周知し、意識改革を促す。 

⑤ 適正な運送条件の設定等について荷主等に要請する。 

(3)飲酒運転の根絶 ① 点呼時におけるアルコールチェッカーの使用の義務付けを徹底する。また、

飲酒運転防止対策マニュアルを改訂し周知徹底を図る。 

② アルコール・インターロック装置の認定制度が創設された場合には、その周

知に努めるとともに、装置の導入助成措置を検討する。 

(4)IT・新技術の活用 ① ドライブレコーダやデジタルタコグラフなど EMS 関連機器の普及促進の

ため、継続的に、導入に際して助成制度を実施する。 

② 追突事故防止に効果がある衝突被害軽減ブレーキシステムや後方視野確認

支援装置の普及促進のため、装置の導入に際する助成事業を実施する。 

③ 事業者や運転者向けのエコドライブマニュアルを配布し、経営トップや運転

者の意識改革を図るとともに、エコドライブの推進に努める。 

(5)道路交通環境の 

改善 

○ 事業者から高速道路、主要幹線道路における事故多発地点や道路危険箇所等

の情報を収集し、事故多発地点マップを作成するとともに、道路管理運営会

社や道路管理当局に情報提供し、改善を要望する。 

◆今後重点的に取り組む対策 



 

◆進捗状況 

        ※赤字は新たな取り組みを、下線は前回Ｆ・Ｕ会議からの更新内容を示す。 

 

○ 交通事故防止の重点対策 

・追突事故防止対策の推進 

平成２６年４月から、平成２４年度に国土交通省が発行した「トラック追突事故防止

マニュアル」を活用して、全日本トラック協会及び各地方トラック協会共催の「追突事

故防止マニュアル活用セミナー」を実施（別紙１） 

平成２５年度（地方トラック協会主催）実績 

１，７４１名の受講者（２４都県トラック協会実施 （延べ２８回開催）） 

 

・ドライブレコーダ有効活用の促進 

平成２６年４月から、平成２５年度に全日本トラック協会が制作した「ドライブレコ

ーダ導入の手引き」を活用して、全日本トラック協会及び主催の「ドライブレコーダ活 

用セミナー」を実施 

平成２５年度（地方トラック協会主催）実績 神奈川県及び福井県トラック協会 

 

・健康起因マニュアルの策定等 

トラック運送事業に特化した「トラック運送事業者のための健康起因による事故防止

マニュアル」を策定し、会員事業者が活用できるよう全日本トラック協会のホームペー

ジに掲載（別紙２） 

また、睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）対策に関し、スクリーニング検査助成を通じて

治療状況などを把握し、事故の未然防止を推進 

平成２５年度助成実績 １５，３４９名 

 

・全日本トラック協会会員事業者の重大事故防止活動の推進  

トラック運送事業者の重大事故に係る会員事業者情報を収集し、全日本トラック協会

の「総合安全プラン２００９」に掲げる各種取組みの事故防止効果等を速やかに検証し、

更なる交通事故防止活動への迅速な反映に資する取組みを強化 

また、死亡事故に係る事業用トラックの大型・中型・小型の分類や、高速道路等での

死亡事故発生場所等を特定することで、危険地帯マップの作成につながるような取り組

みを促進する等交通事故防止対策を強化し、トラック輸送の安全確保を図る 

 

・エコタイヤ特性に係る調査・研究委員会の設置 

エコタイヤ装着車両（平成 25 年度補正予算協調補助事業）に係る制動性能、耐摩耗

性、操縦安定性等に関する調査・研究を行い、エコタイヤ特性を活かした安全運転方法

等の普及・促進を図る 

 



 

○ 各種安全対策資料を作成し、ホームページ上で公開 

・平成２４年中の事業用貨物自動車の交通事故の傾向と事故事例を作成し、ホームページ

に掲載（別紙３） 平成２６年５月 

・警察庁の交通事故統計データから、各年の事業用貨物自動車の交通事故の全体傾向を統

計・分析している「交通事故の傾向と事故事例」（ITARDA 委託事業）について、これま

での分析に加え、死亡事故に係る事業用トラックの大型・中型・小型の分類や、高速道

路等での死亡事故発生場所等を特定することで、危険地帯マップの作成につながるよう

な取り組みを促進し、交通事故統計データの更なる有効活用が図れるよう、関係者と調

整を図る。 

 

・「トラック運送事業者のドライブレコーダ導入の手引き」（別紙４） 平成２５年８月 

 

・「トラック運送事業者のドライブレコーダ活用マニュアル」（別紙５）平成２５年８月 

 

・交差点の事故防止対策パンフレット（別紙６）平成２４年７月 

 

・雪道対策マニュアル（別紙７）平成２４年１２月 

 

○ ドライブレコーダに記録されたヒヤリハットや事故の映像をホームページ上で公開 

・営業用トラックのドライブレコーダに記録されたヒヤリハットや事故の映像をＫＴＹに 

活用できるよう、「ＷＥＢ版ヒヤリハット集」に取りまとめ、ホームページ上で公開 

（別紙８）平成２４年１０月～（平成２５年９月以降に３４事例を５０事例に拡充掲載） 

 

○ 全国トラックドライバー・コンテストの実施  

・安全意識並びに運転技能の向上を図るため、第４５回目となる「全国トラックドライバ

ー・コンテスト」を自動車安全運転センター安全運転中央研修所において開催 

   競技参加者数 １３１名 

 

○ Ｇマーク制度（貨物自動車運送事業安全性評価制度）の普及促進 

・平成２６年３月現在の認定事業所数 １９，２３８事業所（全事業所の２３．０％） 

・平成２６年４月から、全日本トラック協会が行う「追突事故防止マニュアル活用セミナ

ー」（平成２４年度に国土交通省が発行した「トラック追突事故防止マニュアル」を活

用）を管理者等が受講した場合、安全性への取組み対象として加点できるよう措置（別

紙９） 

 

○ 各種安全対策装置に対する導入促進助成を実施 

・ドライブレコーダ車載器（平成１８年度～） 

平成２４年度からは、「貨物自動車用ドライブレコーダ選定ガイドライン」に基づいて



 

選定された機器を対象に助成を実施 

  平成２５年度実績 標準型 ５，２９１台 

           運行管理連携型 １０，８６７台 

  

・呼気吹き込み式アルコール・インターロック装置（平成２５年度～） 

  平成２５年度実績 １２２台 

 

・ＩＴ機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用する携帯型アルコール検知器（Ｇマーク認

定事業所を対象：平成２５年度～）  

  平成２５年度実績 ４１台  

 

・後方視野確認支援装置（平成１８年度～） 

  平成２５年度実績 ９，５１４台 

 

○ ドライバー等安全教育訓練促進助成制度を実施（平成１２年度～） 

・安全教育訓練促進助成事業により中小ドライバー等に対する受講を促進 

平成２５年度実績 １，０３５名 

 

○ 不正改造排除運動等各種運動の実施 

・不正改造排除運動（別紙 10）、点検整備推進運動（別紙 11）を実施 

・強化月間：不正改造排除運動（６月）、点検整備推進運動（１０月） 

・スピードリミッターの不正改造に関する通報制度により、各都道府県トラック協会を通

じた指導（平成２１年７月～）  

平成２５年度通報受理件数 ２，１２４件（うち措置件数 ２０件） 

 

○ 広報活動の推進 

・全日本トラック協会提供のラジオ番組『ドライバーズ・リクエスト』（ＴＢＳラジオ系 

列全国３３局ネット）は、トラック運送業界の安全や環境等の取り組み等を内外に広く 

ＰＲするとともに、女性パーソナリティが、車に関する話題や音楽で全国のトラックド

ライバーに安全運行をサポート  
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事業用自動車総合安全プラン２００９フォローアップ 

 
                           平成２６年６月２７日 

（独）自動車事故対策機構 
 
１．講ずべき施策の進捗状況 
【今後取り組むべき課題】 
２．運行管理制度 （３）上級講習（仮称）に係る評価 
  
運行管理の更なるスキルアップのため、以下の内容をカリキュラムとする実践的な運行管

理者講習（上級講習（仮称））の実施に係る施策として、以下の取り組みを実施している。 
 
（映像記録型ドライブレコーダー、デジタル式運行記録計等の新技術の運行管理への活用

関係） 
①平成１９年度より運行管理者のスキルアップのため、ドライブレコーダー、デジタル式運

行記録計等に特化した「安全マネジメント支援ツール講習」を実施。 
（平成１９年度：開催回数５４回、受講者数１，５５７名） 
（平成２０年度：開催回数６６回、受講者数１，３０８名） 
②平成２１年度は、本講習用テキストに、運行管理者自らが危険予知トレーニングシートを

作成するためのマニュアルを掲載し、講習を実施。 
（平成２１年度：開催回数５９回、受講者数１，２１０名） 
③平成２２年度は、本講習テキストに、運行管理者が自ら再発防止対策を策定するために、

事故要因分析手法の紹介と事例集を掲載した「事故分析・再発防止対策策定マニュアル」を

新たに作成し、各主管支所において当該マニュアルを使用した講習を試行的に実施。 
（平成２２年度：開催回数５７回、受講者数１，２７７名）                   

④平成２３年度は、従来のテキストと新たに作成したマニュアルを統一させ、前年度試行的

に実施した講習の結果を踏まえ、新「安全マネジメント支援ツール講習」として全支所にお

いて実施を開始。 
（平成２３年度：開催回数６５回、受講者数１，３８７名） 
（平成２４年度：開催回数６４回、受講者数１，１３０名） 
（平成２５年度：開催回数５８回、受講者数８４４名） 
なお、本講習は、平成２５年度において運輸安全マネジメント制度の浸透・定着に有効な

セミナー（運輸安全マネジメントセミナー（リスク管理（基礎））として国土交通省の認定

を受け、本年度（平成２６年度）から全支所において実施していくこととしている。 
 
（運行管理者が、適性診断に基づき適切な指導を行うための指導方法等関係） 
○平成２２年度より基礎講習、一般講習及び特別講習用テキストについて、適性診断結果に

基づく適切な指導助言方法に関する記述をリニューアルした「運転者の運転適性に応じた安

全運転指導」を掲載し、一般講習及び特別講習を実施している。 
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２．ナスバにおける事業用自動車総合安全プラン２００９の取り組み（5 年間の総括評価） 
 
２．１ 安全指導業務  
【指導講習受講者・適性診断受診者実績推移】             単位：人／年 

区  分 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 
 
指 導

講習 

一般講習 95,907 98,589 100,350 102,197 96,345
基礎講習 41,020 38,592 37,019 37,450 38,216
特別講習 2,236 2,719 3,052 2,694 2,425
 合計 139,163 139,900 140,421 142,341 136,986

適性 

診断 
義務診断（初任・適齢） 180,185 178,941 181,554 198,355 201,891
任意診断 274,831 277,632 255,965 263,378 253,670
 合計 455,016 456,573 437,519 461,733 455,561

 
（１）指導講習業務 
 ・飲酒運転防止：アルコールに関する知識を継続掲載 
 ・点呼：重点指導項目として継続掲載 
 ・健康起因事故防止：健康管理に関する事故防止対策を新規掲載 
 ・受講者の利便性：インターネットによる受講予約の拡大 
（２）適性診断業務 
 ・診断の IT 化による受診の効率化：インターネット適性診断システム（i-NATS）開発 
 ・診断結果の安全指導への活用：過去の受診履 

歴の提供、適性診断活用講座 
 ・i-NATS 契約事業者の拡大と i-NATS 機材の 

貸し出し 
 ・受講者の利便性：インターネットによる受診 

予約の拡大 
（３）安全指導業務の民間参入支援 

・安全指導業務の裾野の拡大 ＝ 民間参入の促進・参入支援 
【民間参入の推移】                         
区 分 新規・累計 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

適性診断 新規参入者数 1 3 4 0 22 
業務 累計参入者数 7 10 14 14 36 

指導講習 新規参入者数 0 0 0 7 19 
業務 累計参入者数 0 0 0 7 26 
・民間参入希望団体等への認定取得支援： 

資格要件研修の実施、ホームページによる情報提供 
・民間参入団体への支援： 

指導講習教材の提供、適性診断システム（i-NATS）の提供 
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２．２ 安全マネジメント業務 
（１）安マネ評価、安マネコンサルティング、講師派遣、安マネ講習 
 ・運輸安全マネジメント評価事業： 

2009 年に安マネ評価の第三者実施機関認定を受け、5 年間で 88 件の安マネ評価実施 
 ・安全マネジメントコンサルティング事業： 

自動車運送事業者における安全マネジメントの意識醸成と安全風土の定着が目的 
2009 年から 5 年間で 333 件のコンサルティングを実施 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ・安全マネジメント講師派遣： 
  自動車運送事業者等の要請により輸送の安全意識向上、関係法令遵守等に関し講演 

2009 年から 5 年間で 2,002 件の講師派遣を実施 
 ・安全マネジメント関係講習会： 
  安全マネジメント講習会を 455 回開催し 15,617 人が受講、支援ツール講習会を 303 回 

開催し 5,848 人が受講、内部監査講習会を 285 回開催し 5,185 人が受講 
 ・認定セミナー： 
  運輸安全マネジメントの浸透、定着に有効とされる要件を満足するセミナーとして、 
  「ガイドライン」「リスク管理（基礎）」「内部監査（基礎）」の各セミナーについて、 
  国土交通省から認定を受け、安全マネジメント関係講習会に代わり開催。 
 
（２）ＮＡＳＶＡ安全マネジメントセミナーの開催 
 ・2006 年より運輸安全マネジメント制度の趣旨を広く業界に周知浸透させ、多くの運輸 

事業者において輸送の安全性の更なる向上に向けた取り組みに生かせるよう安全マネ

ジメントに関する最新情報や取組事例報告などを主体とした大規模セミナーを実施。

2009 年から 5 年間で 3,951 人が参加。 
 
（３）道路交通安全マネジメントシステム（ＩＳＯ３９００１）の普及 
・国際標準化機構（ＩＳＯ）の道路交通安全委員会の国内審議団体としての活動 
・ISO39001 邦訳本発行、解説書発行 
・講演会、業界誌執筆、認証取得コンサルティングなどを通した事業者への浸透 
・ＮＡＳＶＡ安全マネジメントセミナーでの報告とパネルディスカッション 
・平成 26 年 6 月までに７４者がＩＳＯ３９００１の認証を取得 

【コンサルティングの実施風景】 
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（４）事故防止教材等の開発と頒布 
・事故防止教材の頒布： 
 運送事業者が乗務員教育等に活用できるよう、ドライブレコーダー映像を用いた危険予知 
トレーニング教材「ドラレコＫＹＴ」「ドラレコＫＹＴ－Ⅱ」「ドラレコＫＹＴ－Ⅲ」を頒 
布。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【事業用自動車総合安全プラン２００９中間評価】 
 安全指導業務は、指導講習受講者、適性診断受診者ともに概ね増加の傾向にあり、運送事 
業者の安全意識は向上していると思われる。2013 年度は民間参入団体が急激に増加し、 
ナスバの受講者・受診者は微減となっているが、民間と協力して安全の裾野を拡げるべく 
ナスバと民間の合計受講者・受診者数が拡大するよう取組を強化していく。 
運輸安全マネジメントに関して、事業用自動車総合安全プラン２００９の期間前半を通し 
て多数の運輸事業者等に対し、安全マネジメントの講習、評価、コンサルティング、講師 
派遣、セミナーを提供することができ、安全マネジメントの普及・促進につなげることが 
できた。運輸事業者の安全マネジメントへの取組が導入段階から拡大期へ向かうなか、こ 
れまで安マネへの取組が不十分であった事業者に対して、認定セミナーやコンサルティン 
グ等を提供して安マネの普及拡大を図る。 
上記の活動を通して事業用自動車総合安全プラン２００９の目標達成に向け取組の強化 
を図っていく。 

【パネルディスカッション】 【解説本】 
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